
Ⅰ　結　果　の　概　要

（ 事業所規模１～４人 ）

１　きまって支給する給与

２　年間特別給与

表１　産業別、性別きまって支給する給与及び年間特別給与と支給割合

きまって支給する給与 年 間 特 別 給 与 ( 勤 続 １ 年 以 上 )

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 支給割合 男 子 支給割合 女 子 支給割合

円 円 円 円 カ月 円 カ月 円 カ月

TL 調 査 産 業 計 145,392 184,707 110,508 109,211 0.75 141,122 0.76 80,422 0.73 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x x x x - x - x - 

Ｄ 建 設 業 187,838 199,648 105,122 30,894 0.16 34,353 0.17 7,537 0.07 

Ｅ 製 造 業 180,792 217,994 125,349 134,816 0.75 181,022 0.83 68,971 0.55 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - 

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x - x - x - 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x - x - x - 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 136,297 175,472 110,005 111,914 0.82 172,237 0.98 71,504 0.65 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x - x - x - 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 164,337 178,658 143,712 124,001 0.75 134,371 0.75 108,443 0.75 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 204,675 232,719 164,019 144,381 0.71 162,007 0.70 120,447 0.73 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 97,519 122,063 78,600 9,248 0.09 15,108 0.12 4,142 0.05 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 106,958 128,981 96,666 14,291 0.13 20,506 0.16 11,748 0.12 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 77,044 136,319 49,897 73,612 0.96 140,807 1.03 45,019 0.90 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 155,300 191,443 145,450 218,438 1.41 363,395 1.90 185,381 1.27 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x - x - x - 

Ｒ そ の他のサ ービ ス 業 159,320 197,979 110,176 142,595 0.90 158,642 0.80 120,361 1.09 

全国平均（調査産業計） 188,928 255,511 138,882 191,400 1.01 266,343 1.04 133,380 0.96 

 平成 24 年７月における常用労働者１人平均きまって支給する現金給与額は調査産業計で 145,392

円であった。性別では男子が 184,707 円、女子が 110,508 円で女子は男子の 59.8％であった。 

産業別にみると、学術研究,専門・技術サービス業が 204,675 円で最も高く、以下、建設業 187,838

円、製造業 180,792 円、不動産業，物品賃貸業 164,337 円、サービス業（他に分類されないもの）

159,320円、医療，福祉 155,300円、卸売業，小売業 136,297円、生活関連サービス業,娯楽業 106,958

円、宿泊業,飲食サービス業 97,519 円、教育,学習支援業 77,044 円の順となっている。 

全国と比較すると全国平均の 188,928 円を 100 とした場合、本県は 77.0 となっている。 

平成 23 年８月から平成 24 年７月までの１年間に支払われた特別給与は 109,211 円で、これを、

平成 24 年７月のきまって支給する給与に対する割合（以下「支給割合」という）でみると 0.75 か

月であった。 

男女別では、男子が 141,122 円（支給割合 0.76 か月）、女子は 80,422 円（支給割合 0.73 か月）

で女子は男子の 57.0％となっている。 

全国と比較すると全国平均の 191,400 円（支給割合 1.01 か月）を 100 とした場合、本県は 57.1％

となっている。 
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図１　きまって支給する給与の産業間比較 （調査産業計 ＝ 100）

３　出勤日数及び実労働時間

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 

出　勤　日　数 １日の実労働時間

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 男 子 女 子

日 日 日 時間 時間 時間

TL 調 査 産 業 計 21.6 22.9 20.5 7.1 7.7 6.5 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x x x x x x 

Ｄ 建 設 業 21.8 21.8 21.7 7.8 8.0 6.3 

Ｅ 製 造 業 22.8 23.0 22.5 7.4 7.8 6.8 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - 

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x x x x x x 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 22.1 24.0 20.8 6.9 7.6 6.5 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x x x x x x 

Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 22.5 22.9 22.0 7.6 7.8 7.4 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 22.3 22.5 22.0 7.9 8.0 7.8 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 20.4 23.1 18.3 6.5 7.7 5.7 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 21.4 20.3 22.0 6.6 7.1 6.4 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 14.5 21.6 11.2 5.3 6.4 4.9 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 22.6 22.6 22.6 7.3 7.6 7.2 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x 

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 22.7 23.6 21.6 7.4 8.0 6.7 

20.6 22.0 19.6 7.1 7.9 6.5 全国平均（調査産業計）

平成 24 年７月の出勤日数は 21.6 日で、男子が 22.9 日、女子が 20.5 日となっている。  

産業別にみると、製造業が 22.8 日と最も多く、最も少ないのは教育,学習支援業の 14.5 日とな

っている。 

また、１日の実労働時間は調査産業計で 7.1 時間である。 
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４　常用労働者

図２　常用労働者の産業別構成

表３　産業別・性別常用労働者構成

産業別構成（調査産業計＝100） 性別構成（男女計＝100）

産　　　　　業 計 男　　子 女　　子

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％ ％

TL 調 査 産 業 計 30,278 100.0 14,235 100.0 16,043 100.0 100.0 47.0 53.0 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x - x - x - - - - 

Ｄ 建 設 業 2,124 7.0 1,858 13.1 265 1.7 100.0 87.5 12.5 

Ｅ 製 造 業 1,262 4.2 755 5.3 507 3.2 100.0 59.8 40.2 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - 

Ｇ 情 報 通 信 業 x - x - x - - - - 

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 x - x - x - - - - 

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 7,936 26.2 3,187 22.4 4,749 29.6 100.0 40.2 59.8 

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 x - x - x - - - - 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,434 4.7 846 5.9 588 3.7 100.0 59.0 41.0 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,443 4.8 854 6.0 589 3.7 100.0 59.2 40.8 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 4,203 13.9 1,830 12.9 2,374 14.8 100.0 43.5 56.5 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,520 8.3 803 5.6 1,717 10.7 100.0 31.9 68.1 

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 1,351 4.5 424 3.0 927 5.8 100.0 31.4 68.6 

Ｐ 医 療 ， 福 祉 3,270 10.8 700 4.9 2,570 16.0 100.0 21.4 78.6 

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x - x - x - - - - 

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 3,515 11.6 1,967 13.8 1,548 9.6 100.0 56.0 44.0 

2,192,783 - 940,940 - 1,251,843 - 100.0 42.9 57.1 全国平均（調査産業計）

計 男 子 女 子

事業所規模１～４人における常用労働者は 30,278 人であった。産業別にみると卸売業,小売業が

7,936 人(26.2%)と最も多く、以下、宿泊業,飲食サービス業 4,203 人(13.9%)、サービス業（他

に分類されないもの）3,515 人(11.6%)、医療,福祉 3,270 人(10.8%)、生活関連サービス業,娯楽

業 2,520 人(8.3%)、建設業 2,124 人(7.0%)、学術研究,専門・技術サービス業 1,443 人(4.8%)、

不動産業,物品賃貸業 1,434 人(4.7%)、教育,学習支援業 1 ,351 人(4.5%)、製造業 1,262 人(4.2%)

の順となっている。 

また、性別では男子 47.0％、女子 53.0％と女子の割合が高い。女子の割合が最も高い産業は、医

療,福祉の 78.6％であった。 
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